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１ 本書は四半期報告書の訂正報告書を金融商品取引法第 27 条の 30 の２に 

規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次 

及び頁を付して出力・印刷したものであります。  

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書の訂正報告書に添付 

された四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書の訂正報告書と同時 

に提出した確認書を末尾に綴じ込んでおります。 
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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成28年８月12日に提出いたしました第193期第１四半期（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）四半期

報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため四半期報告書の訂正報告書を提出

するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けており、四

半期レビュー報告書を添付しております。

２ 【訂正事項】

　第一部 企業情報

　 第１ 企業の概況

　 １ 主要な経営指標等の推移

　 第２ 事業の状況

　 ３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　 （３）キャッシュ・フローの状況

　 第４ 経理の状況

２．監査証明について

　 １ 四半期連結財務諸表

　 （３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　（訂正前）

回次
第192期

第１四半期
連結累計期間

第193期
第１四半期
連結累計期間

第192期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

（中略）

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,841 5,336 42,399

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,999 △3,176 591

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △679 △1,071 △30,349

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 79,193 81,767 85,018

（略）

　（訂正後）

回次
第192期

第１四半期
連結累計期間

第193期
第１四半期
連結累計期間

第192期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

（中略）

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,841 2,559 42,399

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,999 △3,176 591

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △679 1,705 △30,349

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 79,193 81,767 85,018

（略）
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第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
(3) キャッシュ・フローの状況

（訂正前）

　 （中略）

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第１四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は、主として税金等調整前四半期純利益に

より、53億36百万円（前年同期に得られた資金は68億41百万円）となりました。

（中略）

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第１四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は、配当金の支払及び自己株式の取得によ

る支出等により10億71百万円（前年同期に使用した資金は６億79百万円）となりました。

（訂正後）

　 （中略）

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第１四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は、主として税金等調整前四半期純利益に

より、25億59百万円（前年同期に得られた資金は68億41百万円）となりました。

　 （中略）

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第１四半期連結累計期間において財務活動の結果得られた資金は、配当金の支払い等があったものの、短

期借入金の増加により17億５百万円（前年同期に使用した資金は６億79百万円）となりました。
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第４ 【経理の状況】

２．監査証明について

（訂正前）

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

（訂正後）

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

　(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　（訂正前）

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 8,282 11,237

減価償却費 3,028 2,792

売上債権の増減額（△は増加） 6,704 △1,207

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,628 △8,305

仕入債務の増減額（△は減少） 1,805 2,091

法人税等の支払額 △2,726 △2,078

その他 △2,623 807

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,841 5,336

（中略）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,903 6,774

長期借入れによる収入 93 －

長期借入金の返済による支出 △88 △7

自己株式の取得による支出 △2 △2,778

配当金の支払額 △4,356 △4,895

その他 △227 △164

財務活動によるキャッシュ・フロー △679 △1,071

（略）

　（訂正後）

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 8,282 11,237

減価償却費 3,028 2,792

売上債権の増減額（△は増加） 6,704 △1,207

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,628 △8,305

仕入債務の増減額（△は減少） 1,805 2,091

法人税等の支払額 △2,726 △2,078

その他 △2,623 △1,969

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,841 2,559

（中略）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,903 6,774

長期借入れによる収入 93 －

長期借入金の返済による支出 △88 △7

自己株式の取得による支出 △2 △1

配当金の支払額 △4,356 △4,895

その他 △227 △164

財務活動によるキャッシュ・フロー △679 1,705

（略）
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年５月26日

ヤマハ株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 滝 口 隆 弘 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 智 章 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマハ株式会社

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る訂正後の四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤマハ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年８月12日に四半期レビュー報告書を提出した。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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